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章・WLB 行動指針という）が策定された。翌 2008 年、内閣府は WLB 元年と位置づけ、「仕事
と生活の調和推進室」（以下、WLB 推進室）を開設し、2009 年 9 月の政権交代後も、調査研究
や、ホームページの充実、シンポジウムを通じて広報・啓発活動など WLB の推進をはかって






この「新しい公共」とは、2009 年 10 月の鳩山前首相が施政方針演説で最重要政策課題の 1
つとして取り上げたことで、政策実現の動きが始まるが、2010 年 1 月にスタートした「新しい
公共」円卓会議では、6 月 4 日「新しい公共」宣言をまとめた2。その後を引き継いだ菅総理
も、国会の所信表明演説や「新成長戦略」などを通じて「新しい公共」を推進していくことを




る。第 1・2 節では 2000 年以降進められた WLB に関する施策や研究の動向をまとめ、第 3・4
節では生活の社会化論から、生活における公共性の変容をとらえていく。そして、第 5 節では、
                                                                 
1 新 WLB 憲章は http://www8.cao.go.jp/wlb/government/pdf/charter.pdf（13/11/2010 アクセス）、新 WLB 行動
指針は http://www8.cao.go.jp/wlb/government/pdf/indicator.pdf（13/11/2010 アクセス）を参照のこと。 
2 http://www5.cao.go.jp/entaku/pdf/declaration-nihongo.pdf （14/11/2010 アクセス） 
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まず、2000 年以降の WLB 施策の動向をおうと、そのスタートと考えられるのは、2003 年 10






これらの議論をうけ、2007 年は WLB の議論が深まった年である。2 月に「子どもと家族を
応援する日本」重点戦略検討会議や男女共同参画会議仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ
ランス）に関する専門調査会（以下、WLB 専門調査会という）の報告書（「子どもと家族を応
援する日本」重点戦略検討会議 2007、WLB 専門調査会 2007）や、4 月の経済財政諮問会議労
働市場改革専門調査会が発表した第一次報告、さらに 6 月に閣議決定した「経済財政改革の基
本方針 2007（骨太方針）」にも、WLB の必要性について言及した。そして、これらの提言をふ
まえ、7 月に発足したワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議が、12 月 18 日、「仕事と
生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指
針」（以下、「WLB 憲章」及び「WLB 推進行動指針」という）を策定することとなった。 
2008 年になると政府は WLB 元年を宣言し、内閣府や厚生労働省を中心に WLB に取り組ん




中で、統計整備の重要度が高い項目の 1 つとして WLB を掲げている。そして、今年 2010 年は、
1 月に WLB が実現できる社会を明記した「子ども・子育てビジョン－子どもの笑顔があふれる





16 項目を参照のこと（http://www.stat.go.jp/index/seido/pdf/12a.pdf、01/11/2010 アクセス）。 
－ 4 － 
社会のために－」が閣議決定された。これまで、2003 年以降、子育てや男女共同参画の領域だ
けでなく、経済財政改革や統計など多方面から WLB 実現への政策的な取り組みがみられる。
そして 6 月 22 日、これまでの施策の進捗状況や経済情勢の変化や、政労使トップの交代をふま
え、WLB 憲章・行動指針が新たに合意された。新 WLB 憲章には「ディーセント・ワークの実
現」や「『新しい公共』への参加機会拡大等による地域社会の活性化」が追加され、新 WLB 行
動指針には育児・介護休業法や労働基準法等の改正や社会経済情勢をふまえた見直しをおこな
い、数値目標は「新成長戦略」の 2020 年数値目標と整合性がはかられた。 
政府に先駆けて、2010 年は民間組織の WLB 運動でも「新しい公共」に関する視点が加えら
れていた。公益財団法人日本生産性本部内に設置されている「次世代のための民間運動－ワー
ク・ライフ・バランス推進会議」では、3 月に景気低迷の中であっても WLB 推進の流れを逆行
させないために、①WLB 推進によって、持続的な成長に向けた活力を生み出せ、②人口減少対
応のためにも、WLB 施策の充実を、③我が国の人材力向上に向けて、一段と働き方改革を、と



















                                                                 
4 http://activity.jp.c-net.jp/detail/lrw/activity000975/attached.pdf（13/11/2010 アクセス） 





























































続いて、これまでの日本の WLB 研究を概観すると、1990 年代終盤からこの 10 年程度の間に
多数発表された（大沢 1999・2006、両角 2002、日本労働研究機構 2003、武石 2006、労働政策
研究・研修機構 2006a・b、脇坂 2006、川口 2007、佐藤 2008、樋口 2008、山口一男・樋口 2008
など）。これらの先行研究は、労働者や企業経営、法律など多様な視点から分析がなされている
ものの、職業労働と家庭労働のバランスという二分法の議論が中心で、「新しい公共」と関係さ
せ、地域・市民活動を含めた WLB 論を展開していたものはほとんどない。 





















































                                                                 
5 消費支出に占めるサービス消費の割合をみると（総務省統計局「家計調査年報」）、1970 年は 27.0％であっ
たが、その後 1980 年 32.7％、1990 年 37.0％、2000 年 43.0％と増加し、2008 年時点では 43.9％となって
いる。 














































第４節 「生活の社会化」論のもう 1 つの流れ－「生活の公共化」 
 
「生活の社会化」の中には、商品化と行政サービス化ほど大きな潮流ではないものの、もう


































1987 年度は 138 団体から年々増加し、2000 年度には 1912 団体、その後微増であるが、2004 年
度は 2203 団体となった（住民参加型住宅福祉サービス団体全国連絡会 2006）。これは今日の
NPO 法人の多数が社会福祉関係の団体であることとも関係している。内閣府大臣官房市民活動
推進課が実施した「平成 21 年度特定非営利活動法人実態及び認定特定非営利活動法人の制度の
利用状況に関する調査」によると、NPO 法人 2443 団体のうち、実際に活動している分野とし
て「保健、医療または福祉の増進を図る活動」と回答している法人は 52.0％と他の活動分野と
比較して多数の団体であった。これらは「福祉 NPO」ともよばれているが、1980 年代参加型在























最後に、第 3 節の冒頭でふれた WLB 論と「生活の社会化」との関係についてふれよう。「生
活の社会化」には、「家事労働の社会化」や「家計の社会化」といった下位概念が存在する（伊


















































































                                                                 
8 サラモンは、ボランタリーの失敗の要因として、①フィランソロピーの不十分性；philanthropic 
insufficiency、②フィランソロピーの専門主義；philanthropic particularism、③フィランソロピーの父権主
































                                                                 









http://www.city.noda.chiba.jp/reiki_int/reiki_honbun/ag00909291.html （13/11/2010 アクセス）参照。 
－ 15 － 
きるか、これらの点もふまえ、今後は WLB の理論化とその分析枠組みの導出が課題である。 
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